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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　　連結経営指標等

回次
第９期
第１四半期
連結累計期間

第10期
第１四半期
連結累計期間

第９期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高 (百万円) 1,109,645 1,001,595 4,494,237

経常利益 (百万円) 11,190 6,878 62,228

四半期純利益又は当期純損失
(△)

(百万円) 6,876 1,650 △3,649

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 14,517 △10,145 △17,622

純資産額 (百万円) 367,697 317,751 330,471

総資産額 (百万円) 2,137,756 2,031,923 2,120,596

１株当たり四半期純利益金額
又は当期純損失金額(△)

(円) 5.50 1.32 △2.92

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 5.49 1.32 ―

自己資本比率 (％) 16.0 14.4 14.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,175 △14,426 91,600

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △11,291 △7,382 △42,287

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △12,426 △24,631 △36,376

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 395,455 377,470 427,274

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２　第９期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であるため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は従来「生活産業」の

区分に属していた国内不動産関連事業を、収益基盤の改善及び機能強化を目的とする再編により、「その

他」の区分に変更しております。

その主な会社は、以下のとおりであります。

　双日総合管理㈱

　双日リアルネット㈱

また、主要な関係会社の異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

  当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

  当連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成24年４～６月）は、ユーロ圏の財政危機が世界経済

に影を投げかけ、不透明感が広がりました。

　ユーロ圏では、６月にギリシャ再選挙で緊縮派が勝利したことに加え、６月末のEU首脳会議では、ESM

（欧州安定メカニズム）による銀行への直接資本注入などの対応策が発表されましたが、銀行統合、財政

統合まで踏み込んでいないことと、実行には時間がかかることが予想されることから、スペイン、イタリ

アへの波及懸念が払拭されず、全般的に不安定な様相となりました。

  また、ユーロ圏への輸出の減少から中国をはじめとするアジア経済にも成長鈍化の影響が出ており、こ

れに対しアジア新興国では利下げにより景気を下支えする動きも見られました。

　米国経済は就業者数の増加が鈍化するなど雇用回復の遅れが顕著になっていますが、選挙を控え抜本的

な対策は遅れています。

　日本経済は、製造業・非製造業ともに業況判断が改善し、個人消費も底堅いこと、公共投資も行われてい

ることなどから、輸出の伸び悩みはあるものの比較的堅調に推移しました。世界的なリスク回避の傾向か

ら原油を含む資源価格が下落傾向である一方、同様の理由から円高の水準が継続し、日本の輸出産業には

依然厳しい状況が続きました。

　

　当第１四半期連結累計期間の当社グループの業績につきましては、下記のとおりであります。

 

  当第１四半期連結累計期間の売上高は、煙草及び水産品の取扱い数量減少などによる生活産業の減収、

中国・アジア地域における需要減少に伴う化学品の取扱い数量減少及び価格下落などによる化学の減収

があったことにより、1兆15億95百万円と前年同期比9.7％の減収となりました。

　売上総利益は、国内における木材関連取引の減益などによる生活産業の減益や、中国・アジア地域にお

ける需要減少に伴う化学品の取扱い数量減少及び価格下落などによる化学の減益などにより、前年同期

比33億34百万円減少の473億17百万円となりました。

　営業利益は、販売費及び一般管理費はほぼ横ばいとなりましたが、売上総利益の減益により前年同期比

32億13百万円減少の78億3百万円となりました。

　経常利益は、営業利益の減益に加え、バイオエタノール生産会社及びニッケル製錬会社など持分法によ

る投資利益の減少があったことにより前年同期比43億12百万円減少の68億78百万円となりました。　　　

　特別損益は、特別利益として投資有価証券売却益10億18百万円など合計11億17百万円を計上し、特別損

失として投資有価証券等評価損32億6百万円、減損損失2億91百万円など合計36億74百万円を計上した結

果、特別損益合計は25億57百万円の損失となりました。

  税金等調整前四半期純利益43億20百万円から、法人税、住民税及び事業税29億23百万円を計上、法人税

等調整額9億43百万円の利益を計上した結果、少数株主損益調整前四半期純利益は23億40百万円となりま

した。また、少数株主損益調整前四半期純利益から少数株主利益6億89百万円を控除した結果、四半期純利

益は前年同期比52億26百万円減少の16億50百万円となりました。

　
　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。
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なお、当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、従来「生活産業」の区分に属していた国内不

動産関連事業を、「その他」へ事業区分を変更しております。また、従来の「化学品・機能素材」を

「化学」へ変更しております。

　

(機械)

自動車輸出取引の増加がありましたが、プラント輸出取引の減少などがあったことにより、売上高は

2,265億24百万円と前年同期比1.9％の減収となりました。特別損失として投資有価証券の評価損を

計上したことなどにより、四半期純損失は前年同期比10億88百万円悪化し、11億93百万円となりまし

た。

　
(エネルギー・金属)

製鉄原料や石炭取引の減少がありましたが、石油関連の取扱い数量増加などがあったことにより、売

上高は2,517億21百万円と前年同期比2.0％の増収となりました。バイオエタノール生産会社やニッ

ケル製錬会社などの持分法による投資利益が減少したこと、前年同期に特別利益として海外鉄鋼関

連株式の売却益を計上したことにより、四半期純利益は前年同期比26億43百万円減少の9億12百万円

となりました。

　
(化学)

中国・アジア地域における需要減少に伴う化学品の取扱い数量減少及び価格下落などにより、売上

高は1,435億43百万円と前年同期比11.1％の減収となりました。四半期純利益も前年同期比30百万円

減少の13億92百万円となりました。

　
(生活産業)

煙草及び水産品の取扱い数量減少などにより、売上高は3,666億90百万円と前年同期比19.8％の減収

となりました。四半期純利益も木材子会社の減益などにより前年同期比18億94百万円減少の9億30百

万円となりました。

　
(その他)

売上高は131億15百万円と前年同期比4.0％の減収となりました。四半期純損益は前年同期比4億59百

万円改善し、1億42百万円の四半期純利益となりました。

                                                      

(2) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フローは144

億26百万円の支出、投資活動によるキャッシュ・フローは73億82百万円の支出、財務活動によるキャッ

シュ・フローは246億31百万円の支出となりました。これに現金及び現金同等物に係る換算差額を調整し

た結果、当第１四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高は3,774億70百万円となりまし

た。

　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結累計期間の営業活動による資金は144億26百万円の支出となり、前年同期比156億1百

万円の支出増加となりました。売上債権の減少などの収入がありましたが、たな卸資産の増加や仕入債務

の減少などによる支出が収入を上回りました。

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結累計期間の投資活動による資金は73億82百万円の支出となり、前年同期比39億9百万

円の支出減少となりました。投資有価証券の売却などの収入がありましたが、権益関連の設備投資などの

支出が収入を上回りました。
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(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結累計期間の財務活動による資金は246億31百万円の支出となり、前年同期比122億5百

万円の支出増加となりました。借入金の調達などの収入がありましたが、長期借入金の返済などの支出が

収入を上回りました。

　
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はなく、本年度を初年度とする「中期経営計画2014」～Change for Challenge

～の基本方針、目標とする指標に変更はありません。

　
(4) 研究開発活動

　特記事項はありません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
(5) 資本の財源と資金の流動性及び調達状況についての分析

　　①　財政状態

  当第１四半期連結会計期間末は、たな卸資産が煙草及び肥料の増加などにより前期末比143億49百万円

増加しました。一方、現金及び預金が借入金の返済などにより前期末比517億34百万円減少、受取手形及び

売掛金は化学品及び食料関連取引における減少などにより前期末比188億47百万円減少、投資有価証券が

株価及び為替の変動による減少などで前期末比175億86百万円減少、有形固定資産も為替の変動による減

少などで前期末比50億82百万円減少した結果、資産合計は前期末比886億73百万円減少の2兆319億23百万

円となりました。

　負債については、支払手形及び買掛金が化学品及び石油関連取引における減少などにより前期末比290

億78百万円減少したこと、借入金の返済などで有利子負債が減少したことにより、負債合計は前期末比

759億53百万円減少の1兆7,141億72百万円となりました。また、有利子負債総額から現金及び預金を差引

いたネット有利子負債は前期末比239億90百万円増加の6,718億26百万円となり、ネット有利子負債倍率

は2.3倍となりました。

　純資産については、株価の変動などによりその他有価証券評価差額金が前期末比57億76百万円減少、為

替換算調整勘定も前期末比76億94百万円減少しました。この結果、少数株主持分を合計した純資産合計は

前期末比127億20百万円減少の3,177億51百万円となりました。

 

　　②　資金の流動性と資金調達について

  当社グループは、「中期経営計画2014」においても、前中期経営計画「Shine2011」と同様に、資金調達

構造の安定性維持・向上を財務戦略の基本方針としております。その具体的な施策として、引き続き目標

とする長期調達比率を維持することで安定的な資金調達構造の構築を図るとともに、経済・金融環境の

変化に備えて十分な手元流動性を確保することにより安定した財務基盤を維持しており、当第１四半期

連結会計期間末の流動比率は133％、長期調達比率は67％となっております。

　なお、長期資金調達手段の一つである普通社債発行については、平成24年７月に100億円を発行しました

が、引き続き金利や市場動向を注視し適切なタイミング、コストでの起債を検討して参ります。

　また、資金調達の機動性及び流動性確保の補完機能を高めるため、円貨1,000億円に加えマルチカレン

シー型3億米ドル相当額のコミットメントライン契約を維持しております。

　
(6) 主要な設備

  当社は、前連結会計年度末に計画しておりました「飯野ビルディング」(住所:東京都千代田区内幸町

二丁目１番１号)への本社オフィス移転を平成24年７月17日に実施しております。

 

※将来情報に関するご注意

上記の文中における将来に関する事項は、現在入手可能な情報から当社が当四半期連結会計期間の末日

現在において合理的であるとした判断及び仮定に基づいて記載しております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,500,000,000

計 2,500,000,000
　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,251,499,5011,251,499,501

東京証券取引所
市場第一部
大阪証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株
であります。

計 1,251,499,5011,251,499,501― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　 該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

 平成24年４月１日～
 平成24年６月30日

― 1,251,499,501― 160,339 ― 152,160

　

(6) 【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができませんので、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

 無議決権株式 ― ― ―

 議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

 議決権制限株式(その他) ― ― ―

 完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式 411,400

― 単元株式数は100株であります。

（相互保有株式）
普通株式 200,000

― 単元株式数は100株であります。

 完全議決権株式(その他)
普通株式 
 　1,249,947,100

12,499,471単元株式数は100株であります。

 単元未満株式
普通株式
　　     941,001

― １単元(100株)未満の株式

 発行済株式総数     1,251,499,501― ―

 総株主の議決権 ― 12,499,471 ―

(注) １　単元未満株式に含まれる自己株式は下記のとおりであります。

双日株式会社 27株

２　「完全議決権株式(その他)」には、株式会社証券保管振替機構名義の失念登録の株式2,400株（議決権24個）

が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

双日株式会社(自己保有株式)
東京都港区赤坂六丁目
１－20

411,400― 411,400 0.03

フジ日本精糖株式会社
(相互保有株式)

東京都中央区日本橋
茅場町一丁目４－９

200,000― 200,000 0.02

計 ― 611,400― 611,400 0.05

(注) １　双日株式会社（自己保有株式）の株式数は、単元未満株式27株を除く株式数により記載しております。

     ２  双日株式会社は、平成24年７月17日より東京都千代田区内幸町二丁目１－１に住所を変更しております。

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。

EDINET提出書類

双日株式会社(E02958)

四半期報告書

 8/25



第４ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成し

ております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 442,706 390,972

受取手形及び売掛金 ※３
 490,708

※３
 471,861

有価証券 1,297 3,285

たな卸資産 270,645 284,994

短期貸付金 5,667 5,270

繰延税金資産 4,577 4,842

その他 88,132 86,363

貸倒引当金 △5,583 △4,293

流動資産合計 1,298,151 1,243,296

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 116,084 115,784

減価償却累計額 △57,457 △57,596

建物及び構築物（純額） 58,626 58,187

機械装置及び運搬具 168,030 183,488

減価償却累計額 △81,810 △80,759

機械装置及び運搬具（純額） 86,220 102,728

土地 53,429 53,206

建設仮勘定 26,169 5,132

その他 22,431 22,618

減価償却累計額 △13,616 △13,694

その他（純額） 8,814 8,924

有形固定資産合計 233,260 228,178

無形固定資産

のれん 44,612 43,362

その他 79,884 75,069

無形固定資産合計 124,497 118,431

投資その他の資産

投資有価証券 313,897 296,311

長期貸付金 22,415 21,906

固定化営業債権 68,164 64,563

繰延税金資産 22,442 23,923

投資不動産 31,934 31,835

その他 52,788 49,610

貸倒引当金 △47,223 △46,366

投資その他の資産合計 464,419 441,784

固定資産合計 822,177 788,394

繰延資産

その他 266 232

繰延資産合計 266 232

資産合計 2,120,596 2,031,923
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※３
 461,799

※３
 432,721

短期借入金 ※４
 282,524

※４
 293,359

コマーシャル・ペーパー 2,000 2,000

1年内償還予定の社債 35,000 55,000

未払法人税等 8,850 6,195

繰延税金負債 87 52

賞与引当金 6,254 3,539

その他 150,906 140,110

流動負債合計 947,422 932,978

固定負債

社債 80,000 60,000

長期借入金 691,018 652,439

繰延税金負債 20,596 19,571

再評価に係る繰延税金負債 696 696

退職給付引当金 14,232 14,479

役員退職慰労引当金 648 559

その他 35,509 33,446

固定負債合計 842,702 781,193

負債合計 1,790,125 1,714,172

純資産の部

株主資本

資本金 160,339 160,339

資本剰余金 152,160 152,160

利益剰余金 151,706 151,637

自己株式 △179 △179

株主資本合計 464,026 463,957

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,626 1,850

繰延ヘッジ損益 935 1,699

土地再評価差額金 △2,120 △2,120

為替換算調整勘定 △163,686 △171,380

在外会社の年金債務調整額 △875 △912

その他の包括利益累計額合計 △158,121 △170,864

少数株主持分 24,565 24,658

純資産合計 330,471 317,751

負債純資産合計 2,120,596 2,031,923
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 1,109,645 1,001,595

売上原価 1,058,994 954,277

売上総利益 50,651 47,317

販売費及び一般管理費 39,634 39,514

営業利益 11,016 7,803

営業外収益

受取利息 1,089 1,230

受取配当金 1,438 1,312

持分法による投資利益 4,103 1,728

その他 3,037 3,053

営業外収益合計 9,668 7,324

営業外費用

支払利息 5,977 5,413

コマーシャル・ペーパー利息 1 1

為替差損 1,609 1,109

その他 1,905 1,726

営業外費用合計 9,494 8,250

経常利益 11,190 6,878

特別利益

固定資産売却益 1,771 96

投資有価証券売却益 2,788 1,018

持分変動利益 6 2

特別利益合計 4,566 1,117

特別損失

固定資産除売却損 57 23

減損損失 16 291

投資有価証券売却損 4 0

出資金売却損 5 －

投資有価証券等評価損 119 3,206

持分変動損失 136 －

関係会社等整理・引当損 334 154

特別損失合計 673 3,674

税金等調整前四半期純利益 15,083 4,320

法人税、住民税及び事業税 3,496 2,923

法人税等調整額 4,154 △943

法人税等合計 7,650 1,979

少数株主損益調整前四半期純利益 7,433 2,340

少数株主利益 556 689

四半期純利益 6,876 1,650
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 7,433 2,340

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,147 △4,023

繰延ヘッジ損益 △992 889

為替換算調整勘定 8,364 △5,912

在外会社の年金債務調整額 2 △33

持分法適用会社に対する持分相当額 857 △3,406

その他の包括利益合計 7,084 △12,486

四半期包括利益 14,517 △10,145

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 13,651 △11,092

少数株主に係る四半期包括利益 866 947
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 15,083 4,320

減価償却費 7,516 7,031

減損損失 16 291

投資有価証券等評価損 119 3,206

のれん償却額 1,215 1,215

貸倒引当金の増減額（△は減少） 311 △2,070

退職給付引当金の増減額（△は減少） 249 304

受取利息及び受取配当金 △2,527 △2,543

支払利息 5,979 5,414

為替差損益（△は益） 2,061 3,136

持分法による投資損益（△は益） △4,103 △1,728

投資有価証券売却損益（△は益） △2,648 △1,020

固定資産除売却損益（△は益） △1,714 △73

売上債権の増減額（△は増加） △24,991 14,900

たな卸資産の増減額（△は増加） △15,853 △17,959

仕入債務の増減額（△は減少） 15,108 △23,584

その他 8,157 △2,014

小計 3,979 △11,173

利息及び配当金の受取額 6,292 7,331

利息の支払額 △5,687 △5,535

法人税等の支払額 △3,408 △5,049

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,175 △14,426

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 1,003 △974

有価証券の増減額（△は増加） △15 △14

有形固定資産の取得による支出 △10,007 △9,322

有形固定資産の売却による収入 3,423 1,954

無形固定資産の取得による支出 △1,918 △1,555

投資有価証券の取得による支出 △1,317 △99

投資有価証券の売却及び償還による収入 3,590 3,556

短期貸付金の増減額（△は増加） 1,917 △43

長期貸付けによる支出 △7,010 △2,480

長期貸付金の回収による収入 4 665

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

434 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△742 △249

その他 △653 1,180

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,291 △7,382
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 11,180 3,854

長期借入れによる収入 5,591 2,424

長期借入金の返済による支出 △8,980 △28,656

社債の発行による収入 9,946 －

社債の償還による支出 △27,719 －

少数株主からの払込みによる収入 4 －

配当金の支払額 △1,876 △1,876

少数株主への配当金の支払額 △302 △110

その他 △268 △266

財務活動によるキャッシュ・フロー △12,426 △24,631

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,736 △3,362

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △19,806 △49,803

現金及び現金同等物の期首残高 415,261 427,274

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 395,455

※
 377,470
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

１　連結の範囲の重要な変更

　　連結子会社数　322社

　当第１四半期連結会計期間において、新規設立により、新たに３社を連結の範囲に含めております。

その主な会社は以下のとおりであります。

　　PT.Sojitz Sabind Aquaculture

　　また、売却、清算により、４社が減少しております。

２　持分法適用の範囲の重要な変更

　非連結子会社１社、関連会社134社につき、持分法を適用しております。

　当第１四半期連結会計期間において、新規取得により、１社が増加しております。また、売却により、

５社が減少しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

　　該当事項はありません。

　
【会計方針の変更等】

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

 　（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年

４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。

なお、この変更に伴う影響は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
　

当第１四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金等に対して、次のとおり債務保証を行って　　おり

ます。

　  前連結会計年度
  (平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

Japan Alumina Associates
(Australia) Pty. Ltd.

9,210百万円 エルエヌジージャパン㈱ 8,505百万円

エルエヌジージャパン㈱ 8,955百万円
Japan Alumina Associates
(Australia) Pty. Ltd.

7,506百万円

Dhuruma　Electricity
Company

6,229百万円
Dhuruma　Electricity
Company

6,011百万円

インペックス北カンポス沖
石油㈱

3,014百万円
インペックス北カンポス沖
石油㈱

2,914百万円

Al Suwadi Power Company
SAOC

1,668百万円
Al Suwadi Power Company
SAOC

1,610百万円

その他（62件） 8,840百万円 その他（28件） 8,129百万円

合計 37,919百万円 合計 34,677百万円

　　(注)　連帯保証等において当社グループの負担額が特定されているものについては、当社グループの負担額を

　　記載しております。

　

　２　手形割引高及び裏書譲渡高

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形割引高 21,585百万円 15,549百万円

受取手形裏書譲渡高 1百万円 1百万円

　
※３  四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しており

ます。

　なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、当第１四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形 9,703百万円 9,184百万円

支払手形 7,702百万円 7,490百万円

　

※４  コミットメントライン

　当社及び一部の連結子会社は、資金調達の機動性及び流動性確保の補完機能を高めるため、以下の

契約を有しております。

①円貨100,000百万円のコミットメントライン契約

　当該契約に基づく借入実行残高はありません。

②マルチカレンシー型300百万米ドル相当額のコミットメントライン契約

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

コミットメントラインの総額 300百万米ドル 300百万米ドル

借入実行残高 13百万米ドル 42百万米ドル

差引額 287百万米ドル 258百万米ドル
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

次のとおりであります。

　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

現金及び預金勘定 392,417百万円 390,972百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △3,752百万円 △16,100百万円

取得日から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資（有価証券）

6,790百万円 2,598百万円

現金及び現金同等物 395,455百万円 377,470百万円

　 　 　

(株主資本等関係)

　前第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成23年６月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,876百万円１円50銭平成23年３月31日 平成23年６月24日

　

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

２　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

１　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成24年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,876百万円１円50銭平成24年３月31日 平成24年６月27日

　

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
２　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

四半期連結
損益計算書
計上額(注)3機械

エネルギー・

金属
化学 生活産業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 230,834246,771161,393456,9851,095,98513,6591,109,645－ 1,109,645

  セグメント間の内部

　 売上高又は振替高
796 382 1,061 717 2,957 789 3,747△3,747 －

計 231,631247,153162,455457,7031,098,94314,4491,113,392△3,747 1,109,645

セグメント利益又は損失（△） △105 3,555 1,422 2,824 7,697 △317 7,379 △502 6,876

　

 (注) １　その他には、職能サービス、国内地域法人、物流・保険サービス事業、ベンチャーキャピタル、

航空機リース、不動産等各種事業（投資、売買、賃貸、管理等）、商業施設運営事業等を含んでおります。

  　 ２　セグメント利益又は損失（△）の調整額△502百万円には、当社において発生する実際の税金費用と社内で設定

している計算方法により各セグメントに配分した税金費用との差異△739百万円、各セグメントに配分してい

ない全社資産に関わる受取配当金250百万円が含まれております。

  　 ３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の四半期純利益をもとに調整を行っております。

　

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他
(注)1

合計
調整額
(注)2

四半期連結
損益計算書
計上額(注)3機械

エネルギー・

金属
化学 生活産業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 226,524251,721143,543366,690988,47913,1151,001,595－ 1,001,595

  セグメント間の内部

　 売上高又は振替高
572 336 1,668 660 3,237 1,302 4,539△4,539 －

計 227,096252,058145,211367,350991,71714,4171,006,135△4,539 1,001,595

セグメント利益又は損失

（△）
△1,193 912 1,392 930 2,041 142 2,184 △533 1,650

　

 (注) １　その他には、職能サービス、国内地域法人、物流・保険サービス事業、航空機リース、

不動産等各種事業（投資、売買、賃貸、管理等）、商業施設運営事業等を含んでおります。

  　 ２　セグメント利益又は損失（△）の調整額△533百万円には、当社において発生する実際の税金費用と社内で設定

している計算方法により各セグメントに配分した税金費用との差異322百万円、各セグメントに配分していな

い全社資産に関わる投資有価証券等評価損△1,052百万円及び受取配当金等197百万円が含まれております。

  　 ３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の四半期純利益をもとに調整を行っております。

　

２　報告セグメントの変更等に関する事項

　当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より、従来は「生活産業」の区分に属していた国内不動産関
連事業を、収益基盤の改善及び機能強化を目的とする再編により、「その他」の区分に変更しておりま
す。また、従来の「化学品・機能素材」を「化学」へ変更しております。このため、前第１四半期連結累計
期間のセグメント情報につきましては、変更後の区分で表示しております。　

　

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

  重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(企業結合等関係)

   当第１四半期連結会計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

 (1)１株当たり四半期純利益金額 5円50銭 1円32銭

  (算定上の基礎) 　 　

　 四半期純利益金額(百万円) 6,876 1,650

　 普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　 普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 6,876 1,650

　 普通株式の期中平均株式数(千株) 1,251,043 1,251,023

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 5円49銭 1円32銭

  (算定上の基礎) 　 　

　 四半期純利益調整額(百万円) △8 △3

　　うち子会社又は関連会社の発行する
　　潜在株式に係る調整額

△8 △3

　 普通株式増加数(千株) ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

前連結会計年度末に、希薄化
効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり当期純利
益の算定に含めなかった、連
結子会社が発行した新株予約
権(普通株316株)は、平成23年
６月27日に権利行使期間が終
了いたしました。

――――
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(重要な後発事象)

　　　当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日)

　   当社は平成24年３月26日開催の取締役会にて決議された平成24年度上半期の国内無担保社債

   発行の限度額及びその概要に基づき、平成24年７月31日に国内無担保社債を発行いたしました。

   その概要は次のとおりであります。

 

　１）発行した社債           第25回無担保社債

　２）社債の総額　　         金10,000百万円

　３）各社債の金額　　       金100百万円

　４）発行価額の総額　       金10,000百万円

　５）発行価格　　　         各社債の金額100円につき金100円

　６）利率　　　　　         年0.62％

　７）利払日　　　　         毎年１月31日及び７月31日

　８）償還の方法　　　       イ.　満期償還

　　　　　　　　　　　        ロ.  買入消却

　９）償還価格　　　　       各社債の金額100円につき金100円

　10）払込期日　　　         平成24年７月31日

　11）社債の発行日　         平成24年７月31日

　12）償還期限　　　         平成27年７月31日

　13）発行場所　　　         日本国

  14）募集の方法　　         一般募集

　15）物上担保・保証の有無   無担保・無保証

　16）資金の使途　　         平成24年７月27日に償還期日を迎えた第13回無担保社債を一時

                               的に手元資金で償還し、これにより減少した手元資金にその全

                               額を充当いたしました。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成24年８月13日

双日株式会社

取締役会  御中

　

  有限責任 あずさ監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    橋   本   正   己    印

　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    平　 野　　　　巌    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    根   本   剛   光    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている双日
株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24
年４月１日から平成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月
30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結
包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、双日株式会社及び連結子会社の平成24年６月
30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ
ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項
　（重要な後発事象）に記載のとおり、会社は平成24年３月26日開催の取締役会決議に基づき、第25回無担保
社債を平成24年７月31日に発行した。
　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

　(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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